
滝川都市計画用途地域指定基準の変更概要について 

 

 

 

１． 平成22年度に策定した「滝川市都市計画マスタープラン」に基づき、これまでの人口増

加を前提とした、市街地を拡大する都市づくりから方向転換し、今後の人口減少・高齢社

会に対応した、都市機能の集約化を図るコンパクトな都市づくりを目指すこととなりまし

た。 

 

   現在、このコンパクトな都市づくりの実現に向けて、用途地域の見直しなど、法的な都

市計画変更に向けた作業を進めています。 

 

   しかし、現在の滝川市都市計画用途地域指定基準は、これまでの市街地拡大の考え

方に則った基準が含まれていることから、見直しを行う必要があります。 

 

以上のことから、今年度末の都市計画変更に先立ち、用途地域指定基準を見直すこと

とします。 

 

 

２． また、併せて表現などの文言修正についても見直すこととします。 
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滝川都市計画用途地域指定基準 

 

１ 第一種低層住居専用地域 

 
（１）配置基準 

ア．低層住宅に係る良好な住居の環境を保護することが必要な区域。 
イ．計画的な住宅地開発が見込まれる区域で、良好な低層住宅に係る土地利用が予

定されている区域。 
ウ．相当規模の計画的な住宅開発が見込まれるが、土地利用計画の区分が困難な場

合で、道路などの整備の関係から、当面建築行為が見込まれない場合は、開発区

域全体を第一種低層住居専用地域とすることができる。この場合、開発構想に基

づき適正に開発が進み、土地利用計画が具体化した場合は用途地域を変更できる。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域には接しないこ

と。ただし、地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画等によって周辺住環境が

損なわれないよう配慮されている場合はこの限りではない。 
イ．原則として、主要幹線道路、交通量の多い幹線道路、鉄道には接しないこと。 
ウ．おおむね１０ha 以上の規模とすること。ただし、住居専用地域の区域が一団

として相当規模のまとまりがある場合、または、周辺が特定用途制限地域等によ

り住環境が損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。 
エ．必要に応じて、高度地区、地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 

ア．原則として、建ぺい率は４０％、容積率は６０％とすること。 
イ．建築物の高さの限度は、原則として１０ｍとすること。 
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２ 第二種低層住居専用地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．主として低層住宅に係る良好な住居の環境を保護することが必要な区域。 
イ．低層住宅地として良好な住環境を保護しつつ、小規模な日用品店舗等が立地す

る区域。 
ウ．計画的な住宅地開発が見込まれる区域で、良好な低層住宅と併せて小規模な日

用品店舗等に係る土地利用が予定される区域。 
エ．第一種低層住居専用地域内の生活利便施設として、小規模な日用品店舗等が立

地する区域。 
オ．第一種低層住居専用地域を貫通する道路の沿道で、小規模な日用品店舗等が立

地する区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域には接しないこ

と。ただし、地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画等によって周辺住環境が

損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．原則として、主要幹線道路、交通量の多い幹線道路、鉄道には接しないこと。 
ウ．上記配置基準アからウに該当する場合は、おおむね１０ha 以上の規模とする

こと。ただし、住居専用地域の区域が一団の相当規模のまとまりがある場合、ま

たは、周辺が特定用途制限地域等により住環境が損なわれる恐れがない場合はこ

の限りではない。 
エ．必要に応じて、高度地区、地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は５０％、容積率は１００％とすること。 
イ．建築物の高さの限度は、原則として１０ｍとすること。 
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３ 第一種中高層住居専用地域 

 

（１）配置基準 

 
ア．中高層住宅に係る良好な居住の環境を保護することが必要な区域。 
イ．計画的な住宅地開発が見込まれる区域で、良好な中高層住宅に係る土地利用が

予定されている区域。 
ウ．低層住居専用地域内の生活利便施設として日用品を主体とする中規模な店舗等

が立地する区域。 
エ．低層住居専用地域を貫通する道路の沿道で、日用品を主体とする中規模な店舗

等が立地する地域。 
オ．相当部分が低層住宅地として利用され、部分的に中高層住宅、中規模な店舗等

が立地する既成市街地で、当面は低層専用住宅地としての土地利用の純化が見込

まれないが、今後も良好な住環境を保護することが必要な区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、商業地域、工業地域、工業専用地域には接しないこと。 

ただし、地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画、特別用途地区等によって

周辺住環境が損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．原則として、主要幹線道路、交通量の多い幹線道路、鉄道には接しないこと。 
ウ．おおむね５ha 以上の規模とすること。ただし、住居専用地域の区域が一団と

して相当規模のまとまりがある場合、または、周辺が特定用途制限地域等により

住環境が損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。また、配置基準ウまた

はエに該当する場合はおおむね１ha 以上とすること。 
エ．必要に応じて、高度地区、特別用途地区又は地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は１５０％とすること。 
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４ 第二種中高層住居専用地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．主として中高層住宅に係る良好な住環境を保護することが必要な区域。 
イ．中高層住宅地として良好な住環境を保護しつつ、大規模でない店舗、事務所等

が立地する区域。 
ウ．計画的な住宅地開発が見込まれる区域で良好な中高層住宅と併せて、大規模で

ない店舗、事務所等に係る土地利用が予定されている区域。 
エ．住居専用地域内の生活利便施設として大規模でない店舗、事務所等が立地する

区域。 
オ．住居専用地域を貫通する道路の沿道で、大規模でない店舗、事務所等が立地す

る区域。 
カ．相当部分が低層住宅地として利用され、部分的に中高層住宅、大規模でない店

舗、事務所等が立地する既成市街地で、当面は低層専用住宅地としての土地利用

の純化が見込まれないが、今後も良好な住環境を保護することが必要な区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、商業地域、工業地域、工業専用地域には接しないこと。ただし、

地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画、特別用途地区等によって周辺住環境

が損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．原則として、主要幹線道路、交通量の多い幹線道路、鉄道には接しないこと。 
ウ．おおむね５ha 以上の規模とすること。ただし、住居専用地域の区域が一団と

して相当規模のまとまりがある場合はこの限りではない。また、配置基準エまた

はオに該当する場合はおおむね１ha 以上の規模とすること。 
エ．必要に応じて、高度地区、特別用途地区又は地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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５ 第一種住居地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．住居の環境を保護することが必要な区域。 
イ．住宅地にあって、周辺住宅地の住環境上支障のない大規模な施設が立地する区

域。 
ウ．住宅地内で、近隣住民のためのサービス施設用地（近隣住区核）として、計画

的に整備を図る区域。 
エ．幹線道路等の沿道で、背後住宅地の住環境に支障のない沿道サービス施設等が

立地しているかまたは立地が見込まれる区域。 
オ．住環境上支障のない施設が相当数混在している住宅地で、当面住宅地としての

土地利用の純化が見込めない区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、工業専用地域には接しないこと。ただし、地形的な条件、緩衝帯

の配置又は地区計画等によって周辺住環境が損なわれる恐れがない場合はこの

限りではない。 
イ．おおむね５ha 以上の規模とすること。ただし、配置基準イからエまでに該当

する場合はおおむね１ha 以上とすること。 
ウ．必要に応じて、特別用途地区又は地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 

ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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６ 第二種住居地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．主として住居の環境を保護することが必要な区域。 
イ．住宅地にあって、周辺住宅地の住環境上支障のない特に大規模な施設が立地す

る区域。 
ウ．住宅地内で、近隣住民のための大規模サービス施設用地（近隣住区核）として、

計画的に整備を図る区域。 
エ．幹線道路等の沿道で、背後住宅の住環境に支障のない大規模沿道サービス施設

等の立地がみられる、あるいは見込まれる区域。 
オ．住環境上支障のない大規模な設備が相当数混在している住宅地で、当面住宅地

としての土地利用の純化が見込めない区域。 
カ．研究開発施設、研修施設、情報交流施設等の立地を図る区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、工業専用地域には接しないこと。ただし、地形的な条件、緩衝帯

の配置又は地区計画等によって周辺住環境が損なわれる恐れがない場合はこの

限りではない。 
イ．おおむね５ha 以上の規模とすること。ただし、配置基準イからエまでに該当

する場合は、おおむね１ha 以上とすること。 
ウ．必要に応じて、特別用途地区又は地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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７ 準住居地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．道路の沿道としての地域特性に相応しい業務の利便の増進を図りつつ、これと

調和した住居の環境を保護することが必要な区域。 
イ．住宅地を貫通する主要幹線道路、幹線道路等の沿道で、背後住宅地の住環境に

支障のない自動車関連施設等の沿道サービス施設が立地している、または立地が

見込まれる区域。 
ウ．住環境上支障のない自動車関連施設が相当数混在し、前項の区域と一体になっ

ている住宅地で、当面土地利用の純化が見込まれない区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、工業専用地域には接しないこと。ただし、地形的な条件、緩衝帯

の配置又は地区計画等によって周辺住環境が損なわれる恐れがない場合はこの

限りではない。 
イ．路線的に指定する場合を除き、おおむね２ha 以上の規模とすること。 
ウ．沿道サービス施設の計画的誘導を図るため、必要に応じて、特別用途地区又は

地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）建ぺい率・容積率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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８ 近隣商業地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．近隣の住宅地の住民へ日用品の供給を行うことを主たる内容とする商業その他

の業務の利便増進が必要な区域。 
イ．住宅地の近隣住区核として、主に近隣住民の生活利便のための施設が集積して

いる区域、または地区計画等により計画的に利便施設を誘導する区域。 
ウ．鉄道駅等の周辺で、日常生活利便施設が集積している区域、または集積を図る

べき区域。 
エ．主要幹線道路、幹線道路沿いの商店等で、相当数の生活利便のための施設が集

積している区域、または集積を図るべき区域。 
オ．商業地域に隣接し、主に日常生活利便のための施設が集積している区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、工業専用地域には接しないこと。ただし、地形的な条件、緩衝帯

の配置又は地区計画等によって周辺住環境が損なわれる恐れがない場合はこの

限りではない。 
イ．路線的に指定する場合を除き、おおむね２ha 以上の規模とすること。 
ウ．街区に占める商業・娯楽・業務施設の割合が概ね６０％以上であること。ただ

し、当該施設が現に集積しつつある区域または計画的に集積を図るべき区域につ

いては、将来見込まれる割合が概ね６０％以上であること。 
エ．路線的に指定する場合は、間口に占める商業・娯楽・業務施設の割合がおおむ

ね６０％以上であること。ただし、当該施設が現に集積しつつある区域または計

画的に集積を図るべき区域については、将来見込まれる割合がおおむね６０％以

上であること。 
オ．準防火地域を併せて指定すること。 
カ．必要に応じて、特別用途地区又は地区計画等を併せて定めること。 

 
（３）容積率・建ぺい率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は８０％、容積率は３００％とすること。 

  
 
 

 

9



９ 商業地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．主として商業その他の業務の利便を増進させることが必要な区域。 
イ．市街地中心部などで、商業・娯楽・業務地として高度な土地利用を図るべき区

域。 
ウ．地域商業地として、地区を越える範囲の広域的な商業・娯楽・業務施設の集積

を図るべき区域。 
エ．駅前または主要幹線道路、幹線道路沿いなどで、既に中心商業地として商業・

娯楽・業務施設が集積しているか、または集積が見込まれる区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高

層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域及び工業専用地域には接しないこと。

ただし、地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画等によって周辺住環境が損な

われる恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．おおむね２ha 以上の規模とすること。ただし、路線的に指定する場合はこの

限りでない。 
ウ．街区に占める商業・娯楽・業務施設の割合が概ね７０％以上であること。ただ

し当該施設が現に集積しつつある区域または計画的に集積を図るべき区域につ

いては、将来見込まれる割合が概ね７０％以上であること。 
エ．路線式に指定する場合は、間口に占める商業・娯楽・業務施設の割合が概ね７

０％以上であること。ただし当該施設が現に集積しつつある区域または計画的に

集積を図るべき区域については、将来見込まれる割合がおおむね７０％以上であ

ること。 
オ．準防火地域を併せて定めること。 

 
（３）容積率・建ぺい率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は８０％、容積率は４００％とすること。 
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１０ 準工業地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．主として環境の悪化をもたらす恐れのない工業の利便を増進するために必要な

区域。 
イ．流通業務地、軽工業地等として計画的な開発が図られた区域、または開発が確

実な区域。 
ウ．主要幹線道路、交通量の多い幹線道路沿いで、工業系沿道サービス施設、流通

関連施設等が立地しているか、または立地することが適当な区域。 
エ．環境上支障のない工場などが立地している区域で、相当数の住宅などが混在し

ており、当面土地利用の純化が見込まれない区域。 
オ．鉄道の操車場、貨物駅、車両基地、車両修繕施設などが立地する区域。 
カ．研究開発施設、研修施設、情報交流施設等の立地を図る区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域には接しな

いこと。ただし、地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画等によって周辺住環

境が損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．おおむね５ha 以上の規模とすること。ただし、将来土地利用構想で住居系に

位置づけられている区域において、住居系の土地利用の純化を進める中で、スポ

ット的に残るものについてはこの限りではない。 
ウ．配置基準エにあっては、地区に占める工業・流通・業務施設等の割合がおおむ

ね５０％以上であること。 
エ．路線式に指定する場合は、間口に占める工業・流通・業務等の割合がおおむね

５０％以上であること。 
オ．区域の広がりが相当規模である場合は、必要に応じて、特別用途地区又は地区

計画等を併せて定めること。 

 
（３）容積率・建ぺい率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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１１ 工業地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．主として工業の利便を増進するために必要な区域。 
イ．計画的に開発された工業団地で、工業専用地域で許容されない従業員宿舎など

工業関連施設の立地が相当見込まれる区域。 
ウ．区域の相当部分について工業地としての土地利用が図られているが、準工業地

域では不適格となる工場等が立地しているか、または住宅や店舗などが混在して

いる区域で、これらを排除することが困難または不適当な区域。 
エ．研究開発施設、研修施設、情報交流施設等の立地を図る区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高

層住居専用地域、及び第二種中高層住居専用地域には接しないこと。ただし、地

形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画、特別用途地区等によって周辺住環境が

損なわれる恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．おおむね１０ha 以上の規模とすること。 
ウ．区域の広がりが相当規模である場合は、必要に応じて、特別用途地区または地

区計画などを併せて定めること。 

 
（３）容積率・建ぺい率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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１２ 工業専用地域 

 
（１）配置基準 

 
ア．工業の利便を増進するために必要な区域。 
イ．計画的に開発された工業団地で、住宅などの排除が必要な区域。 
ウ．相当規模の既存工業地で住宅などの排除が必要な区域。 
エ．相当規模の計画的な工業用地開発が見込まれるが、土地利用計画の区分が困難

な場合で、道路整備などの関係から当面建築行為が見込まれない場合は、開発区

域全体を工業専用地域とすることができる。 
  この場合、開発構想に基づき適正に開発が進み、土地利用計画が具体化した時

点で用途地域を変更することができる。 
オ．研究開発施設、研修施設、情報交流施設等の立地を図る区域。 

 
（２）技術基準 

 
ア．原則として、準工業地域及び工業地域以外の用途地域には接しないこと。ただ

し、地形的な条件、緩衝帯の配置又は地区計画等によって周辺住環境が損なわれ

る恐れがない場合はこの限りではない。 
イ．おおむね２０ha 以上の規模とすること。 

 
（３）容積率・建ぺい率等 

 
ア．原則として、建ぺい率は６０％、容積率は２００％とすること。 
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